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  原子力施設周辺の安全確保及び環境保全に関する協定第５条第１項の規定により，

原子力施設（原子力施設と密接な関係を有する施設）の新増設等計画について了解

を得るため，別添のとおり新増設等計画書を提出します。 

 

新 増 設 等 計 画          

の 種 別          
 1.施設の新増設  ②.施設の変更  3.用地の取得 

施 設 の 名 称  東海第二発電所 

施設の建設予定地 

又 は 取 得 予 定 地 

 茨城県那珂郡東海村大字白方１番の１ 

 東海第二発電所 

施 設 の 種 類 又 は 

用地の面積・地目          

「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」 

第 43 条の 3の 5第 2項第 5号に規定する発電用原子炉施設 

新 増 設 等 計 画 の 

目 的 及 び 概 要 

１．新増設等計画の目的 

 平成 23 年 3月 11 日に発生した福島第一原子力発電所事故

を踏まえ，原子力規制の強化のため「核原料物質，核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律（原子炉等規制法）」が平

成 24 年 6 月 27 日付で改正された。本法に基づき発電用原子

炉施設の新規制基準が平成 25 年 7 月 8 日に施行され，既設

設計基準事故対処設備に関する基準の強化及び重大事故対

策（シビアアクシデント対策）として重大事故等対処設備が

追加となった。 

 東海第二発電所においても福島第一原子力発電所事故を

踏まえ，原子炉施設の安全性向上について自主的に取り組ん

できたが，新たな法令要求に適合するよう安全対策設備の設

置準備を進めている。 

 

参考資料② 



 

 
２．新増設等計画対象設備 

 安全対策設備のうち低圧代替注水系は，設計基準事故対処

設備の有する原子炉の冷却機能が喪失した場合において，復

水貯蔵タンク水を原子炉等に注水することにより，炉心の著

しい損傷及び格納容器の破損を防止する。また，使用済燃料

プールの冷却機能が喪失した場合において，復水貯蔵タンク

水を使用済燃料プールに注水することにより，使用済燃料プ

ール内の燃料体等を冷却する設備である。 

 安全対策設備のうち高圧代替注水系は，原子炉停止後の高

圧状態において，設計基準事故対処設備の有する原子炉の冷

却機能が喪失した場合において，復水貯蔵タンク水及びサプ

レッションプール水を原子炉に注水することにより，炉心の

著しい損傷及び格納容器の破損を防止する設備である。 

 これらの系統の設置は，原子力施設周辺の安全確保及び環

境保全に関する協定運営要項第 2条（新増設等計画の了解）

第 2項第 3号に規定する発電用原子炉施設（イ 原子炉本体，

原子炉冷却系統施設又は計測制御系統施設の変更）に該当す

るものである。 

 

 

 添付資料 

   １．新増設等計画書 

   ２．原子力関係法令に基づく許認可申請書の写し（申請後速やかに提出） 
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Ⅰ．新増設等計画の目的 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した福島第一原子力発電所事故を踏まえ，原子力規

制の強化のため「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（原子

炉等規制法）」が平成 24 年 6 月 27 日付で改正された。本法に基づき発電用原子炉

施設の新規制基準が平成 25 年 7 月 8 日に施行され，既設設計基準事故対処設備に

関する基準の強化及び重大事故対策（シビアアクシデント対策）として重大事故

等対処設備が追加となった。 

 東海第二発電所においても福島第一原子力発電所事故を踏まえ，原子炉施設の

安全性向上について自主的に取り組んできたが，新たな法令要求に適合するよう

安全対策設備の設置準備を進めている。 

 本計画書における新増設等計画対象設備は，原子力施設周辺の安全確保及び環

境保全に関する協定運営要項第 2 条（新増設等計画の了解）第 2 項第 3 号に規定

する発電用原子炉施設（イ 原子炉本体，原子炉冷却系統施設又は計測制御系統施

設の変更）に該当するものである。 

 
 
Ⅱ．新規制基準対応 

 東海第二発電所では，新規制基準の要求事項に対し，以下の対応を行う。 
 

１．耐震･耐津波機能 
１．１ 耐震構造 
 原子炉施設は，次の方針に基づき耐震設計を行い，「実用発電用原子炉及びその

附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年 6 月 28 日 原子力

規制委員会規則第 5 号）」（以下「設置許可基準規則」という。）に適合する構

造とする。 

（１）設計基準対象施設 

ａ．設計基準対象施設は，地震により発生する可能性のある安全機能の喪失及び

それに続く環境への放射線による影響を防止する観点から，各施設の安全機能

が喪失した場合の影響の相対的な程度に応じて，耐震重要度分類をＳクラス，

Ｂクラス及びＣクラスに分類し，それぞれに応じた地震力に十分耐えられるよ

うに設計する。 

ｂ．Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの施設は，建物・構築物については，地震

層せん断力係数 Ci に，それぞれ 3.0，1.5 及び 1.0 を乗じた水平震度から求め

られる水平地震力，機器・配管系については，それぞれ 3.6，1.8，1.2 を乗じ

た水平震度から求められる水平地震力に耐えるように設計する。 

ｃ．Ｓクラスの施設は，基準地震動ＳＳによる地震力に対して安全機能が保持で

きるように設計する。また，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並

びに浸水防止設備が設置された建物・構築物を除くＳクラスの施設は，弾性設

計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に耐える
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ように設計する。 

 基準地震動ＳＳは，最新の科学的・技術的知見を踏まえ，敷地及び敷地周辺の

地質・地質構造，地盤構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地か

ら想定することが適切なものを策定する。 

 基準地震動評価を添付－１に示す。 

 

（２）重大事故等対処施設 

 重大事故等対処施設については，以下の項目に従って耐震設計を行う。 

ａ．常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設 

 基準地震動ＳＳによる地震力に対して，重大事故に至るおそれがある事故に

対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないよう設計する。 

ｂ．常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重

大事故等対処施設 

 代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のク

ラスに適用される地震力に十分に耐えることができるよう設計する。 

ｃ．常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設 

 基準地震動ＳＳによる地震力に対して，重大事故に対処するために必要な機

能が損なわれるおそれがないよう設計する。 

 

１．２ 耐津波構造 
 原子炉施設は，その供用中に当該施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波

（以下「基準津波」という。）に対して，次の方針に基づき耐津波設計を行い，「設

置許可基準規則」に適合する構造とする。 

 基準津波は，最新の科学的・技術的知見を踏まえ，波源海域から敷地周辺まで

の海底地形，地質構造，地震活動性等の地震学的見地から想定することが適切な

ものを策定する。 

 また，津波の発生要因として，地震のほか，地すべり，斜面崩壊その他の地震

以外の要因及びこれらの組合せによるものを複数選定し，不確かさを考慮して策

定する。 

 津波評価を添付－２に示す。 
 津波防護施設（防潮堤）の概要を添付－３に示す。 

 
（１）設計基準対象施設 

 設計基準対象施設は，津波により発生するおそれがある安全機能の喪失に起

因する放射線による公衆への影響を防止する観点から，耐津波設計上重要な施

設とそれ以外の施設に分類し，耐津波設計上重要な施設は，基準津波に対して，

その安全機能が損なわれることがないように次のとおり設計する。 

ａ．耐津波設計上重要な施設を設置する敷地において，基準津波による遡上波

を地上部から到達又は流入させない設計とする。また，海と連接する取水口，
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放水路等の経路から，同敷地及び耐津波設計上重要な施設を内包する建屋に

流入させない設計とする。 

ｂ．取水・放水施設，地下部等において，漏水する可能性を考慮の上，漏水に

よる浸水範囲を限定して，重要な安全機能への影響を防止する設計とする。 

ｃ．上記ａ．，ｂ．の方針のほか，耐津波設計上重要な施設は，浸水防護をする

ことにより津波による影響等から隔離可能な設計とする。 

ｄ．水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を防止する設計

とする。 

 

（２）重大事故等対処施設 

 重大事故等対処施設は，基準津波に対して重大事故等に対処するために必要

な機能が損なわれることがないように耐津波設計を行う。 

 また，重大事故等対処設備のうち可搬型のものは，津波による影響，設計基

準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置その他の条件を考慮した上で常

設のものと異なる保管場所に保管する。 

 
２．自然現象に対する考慮 
 安全施設は，発電所敷地で予想される洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積

雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林火災等の自然現象，故意によ

るものを除く人為による事象によっても安全性が損なわれることのないよう設計

する。 

 また，可搬型重大事故等対処設備は，上記の自然現象，故意による大型航空機の

衝突その他のテロリズムによる影響等を考慮した上で常設重大事故等対処設備と

異なる保管場所に保管するよう設計する。 

 自然現象に対する影響評価を添付－４に示す。 

 
３．内部溢水に対する考慮 
（１）安全施設は，原子炉施設内に設置された機器及び配管の破損（地震起因を含

む），消火系統等の作動又は使用済燃料プールのスロッシングによって溢水が

発生した場合においても，原子炉を高温停止でき，引き続き低温停止，及び放

射性物質の閉じ込め機能を維持でき，また，原子炉が停止状態にある場合は引

き続きその状態を維持できるよう設計する。さらに，使用済燃料プールの冷却

機能及び使用済燃料プールへの給水機能を維持できるよう設計する。 

 

（２）設計基準対象施設は，原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包する容器

又は配管の破損によって当該容器又は配管から放射性物質を含む液体があふれ

出た場合において，当該液体が管理区域外へ漏えいすることのない設計とする。 

 内部溢水に対する影響評価を添付－５に示す。 
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４．火災に対する考慮 
（１）設計基準対象施設は，火災により原子炉の安全性を損なうおそれがないよう

にするため，火災の発生を防止することができ，かつ，早期に火災発生を感知

する設備（以下「火災感知設備」という。）及び消火を行う設備（以下「消火設

備」といい，安全施設に属するものに限る。）並びに火災の影響を軽減する機能

を有する設計とする。 

 

（２）重大事故等対処設備が設置される施設は，火災により重大事故等に対処する

ために必要な機能が損なわれるおそれがないよう，火災の発生を防止すること

ができ，かつ，火災感知設備及び消火設備を有する設計とする。 

 

（３）消火設備（安全施設に属するものに限る。）は，破損，誤作動又は誤操作が

起きた場合においても原子炉の安全性を損なわない設計とする。また，火災感

知設備の破損，誤作動又は誤操作が起きたことにより消火設備が作動した場合

においても，原子炉を安全に停止させるための機能を損なわない設計とする。 

 

 火災に対する影響評価を添付－６に示す。 
 

５．電源の信頼性 
５．１ 外部電源の信頼性 

 東海第二発電所は，東京電力(株)電力系統へ主回線（275kV）２回線と，予備回

線（154kV）１回線で接続された設計となっている。主回線と予備回線は，異なる

開閉所及び変電所により受電し，物理的にも分離することにより，いかなる２回

線が喪失したとしても外部電源喪失に至らない構成としている。 

 東海第二発電所の送電系統の概要図を図－１に示す。 

 また，外部電源は，送電線の短絡や地絡等の異常を検知できる設計で，検知し

た場合には，遮断器により故障箇所を隔離し，故障による影響を局所化すること

により，他の安全機能への影響を限定できる設計となっている。 

 

５．２ 所内電源設備の多重化，分散配置 

 設計基準対象設備に加え重大事故等対処設備として，以下の代替交流電源設備

（常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備）及び代替直流電源設備（常

設代替直流電源設備，可搬型代替直流電源設備）を設ける。 

 また，これらの可搬型も含めた電源設備は，津波による影響，設計基準事故対

処設備及び重大事故等対処設備の配置，その他の条件を考慮した上で設置・保管

場所を分散する。 
 

（１）常設代替交流電源設備 

 常設代替交流電源設備として，常設代替高圧電源装置を設置する。 
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 常設代替高圧電源装置は，設計基準事故対処設備の電源喪失により重大事故

等に至るおそれがある事故が発生した場合において，炉心の著しい損傷，格納

容器の破損，使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷，及び運転停止中の

原子炉の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を供給する。 

 常設代替高圧電源装置は，設計基準事故対処設備に対して，独立性を有し，

位置的分散を図る。 

 常設代替高圧電源装置に接続する主要な負荷は，以下の系統に属する設備と

なる。 

残留熱除去系 

重大事故等対処設備 

換気空調系（中央制御室換気空調系） 

蓄電池充電装置 

計測制御設備 

 

（２）可搬型代替交流電源設備 

 可搬型代替交流電源設備として，可搬型代替低圧電源車（可搬型代替直流電

源設備の機能を兼用）を配備する｡ 

 可搬型代替低圧電源車は，設計基準事故対処設備の電源喪失により重大事故

等に至るおそれがある事故が発生した場合において，炉心の著しい損傷，格納

容器の破損，使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷及び運転停止中の原

子炉の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を供給する。 

 可搬型代替低圧電源車は，設計基準事故対処設備に対して，独立性を有し，

位置的分散を図る。 

 可搬型代替低圧電源車に接続する主要な負荷は，以下の系統に属する設備と

なる。 

重大事故等対処設備 

換気空調系（中央制御室換気空調系） 

蓄電池充電装置 

計測制御系 

 

（３）常設代替直流電源設備 

 常設代替直流電源設備として，緊急用蓄電池を設置する｡ 

 常設代替直流電源設備は，全交流動力電源及び所内常設直流電源の喪失によ

り重大事故等に至るおそれがある事故が発生した場合において，炉心の著しい

損傷を防止するために必要な電力を供給する。【設置済】 

 緊急用蓄電池に接続する主要な負荷は，以下の系統に属する設備となる。 

重大事故等対処設備 

原子炉隔離時冷却系 

高圧代替注水系 
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逃がし安全弁 

非常用ガス処理系 

 

（４）可搬型代替直流電源設備 

 可搬型代替直流電源設備として，可搬型代替低圧電源車（可搬型代替交流電

源設備の機能を兼用）及び可搬型整流器を配備する｡ 

 可搬型代替低圧電源車及び可搬型整流器は，所内常設直流電源設備の電源喪

失により重大事故等に至るおそれがある事故が発生した場合において，炉心の

著しい損傷を防止するために必要な電力を供給する。 

 可搬型代替低圧電源車及び可搬型整流器は，設計基準事故対処設備に対して，

独立性を有し，位置的分散を図る。 

 可搬型代替直流電源設備に接続する主要な負荷は，以下の系統に属する設備

となる。 

重大事故等対処設備 

原子炉隔離時冷却系 

高圧代替注水系 

逃がし安全弁 

計測制御設備 

 
 所内電源系の信頼性向上対策の概要を図－２に示す。 

 
６．炉心損傷防止対策 
 炉心の損傷防止対策設備として，既設の設計基準事故対処設備に加え，原子炉へ

の注水及び，原子炉運転停止後の減圧・除熱対策のため以下の重大事故等対処設備

を新たに設ける。 

 重大事故等対処設備は，設計基準事故対処設備の有する原子炉の冷却機能喪失時

において，復水貯蔵タンク水，代替淡水源の水又は海水を原子炉に注水することに

より，炉心の著しい損傷等を防止することができる。 

 炉心損傷防止対策の全体概要を図－３に示す。 

 

（１）低圧代替注水系（常設） 

 低圧代替注水系（常設）は，設計基準事故対処設備の有する原子炉の冷却機

能が喪失した場合において，炉心の著しい損傷及び格納容器破損を防止するた

め，復水貯蔵タンク水を原子炉に注水する。 

 この系統は，全交流動力電源が喪失した場合でも，常設代替交流電源設備か

らの給電により，運転を継続する機能を有する。 

 設備の詳細は，Ⅲ．新増設等計画対象設備「低圧代替注水系」にて述べる。 
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（２）低圧代替注水系（可搬型） 

 低圧代替注水系（可搬型）は，可搬型代替注水中型ポンプ，可搬型代替注水

消防ポンプ，接続口等で構成し，設計基準事故対処設備の有する原子炉の冷却

機能が喪失及び低圧代替注水ポンプが使用不可の場合において，炉心の著しい

損傷及び格納容器破損を防止するため，代替淡水源の水又は海水を，常設設備

を介して原子炉に注水する。 

 

（３）高圧代替注水系 

 高圧代替注水系は，高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の有する原

子炉の冷却機能が喪失した場合において，炉心の著しい損傷を防止するため，

復水貯蔵タンク水又はサプレッションプール水を原子炉に注水する。 

 この系統は，全交流動力電源が喪失し，さらに所内常設直流電源が喪失した

場合でも，常設代替直流電源設備又は可搬型代替直流電源設備からの給電によ

り，高圧注水が必要な期間にわたって，運転を継続する機能を有する。 

 設備の詳細は，Ⅲ．新増設等計画対象設備「高圧代替注水系」にて述べる。 

 

（４）代替残留熱除去系海水系 

 代替残留熱除去系海水系は，設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシン

クへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，海水を残留熱除去系海水系に

送水し最終的な熱の逃がし場に熱を輸送することにより，炉心の著しい損傷及

び格納容器の破損を防止する。 

 この系統は，可搬型代替注水中型ポンプ，接続口等で構成し，サプレッショ

ンプールへの熱の蓄積により，原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に系

統へ繋ぎ込み，最終的な熱の逃がし場へ熱の輸送ができる設計とする。 
 なお，代替残留熱除去系海水系に代わり，後述する格納容器圧力逃がし装置

及び耐圧強化ベント系においても，大気を最終ヒートシンクとして熱を輸送す

る機能を有する。 

 

（５）原子炉隔離時冷却系 

 原子炉隔離時冷却系は，設計基準事故対処設備の有する原子炉の冷却機能が

喪失した場合において，炉心の著しい損傷を防止するため，復水貯蔵タンク水

又はサプレッションプール水を原子炉に注水する。 

 この系統は，全交流動力電源が喪失し，さらに所内常設直流電源が喪失した

場合でも，常設代替直流電源設備又は可搬型代替直流電源設備からの給電によ

り，高圧注水が必要な期間にわたって運転を継続することができる。仮に，こ

れらの代替電源設備が機能しない場合であっても，現場での手動操作が可能な

設計とする。 
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（６）代替原子炉緊急停止回路 
 運転時の異常な過渡変化時において，原子炉の運転を緊急に停止することが

できない事象が発生するおそれがある場合又は当該事象が発生した場合におい

ても，炉心の著しい損傷を防止するため，代替制御棒挿入及び代替原子炉再循

環ポンプトリップ※により，原子炉冷却材圧力バウンダリ及び格納容器の健全性

を維持するとともに，原子炉を未臨界に移行することができるよう停止回路を

設ける。【設置済】 

※代替制御棒挿入回路：原子炉の緊急停止が必要な状況において，原子炉を未臨界に

するため，原子炉圧力高，原子炉水位異常低信号又は制御棒挿入手動スイッチによ

り，制御棒を挿入する。 

代替原子炉再循環ポンプトリップ回路：原子炉の緊急停止が必要な状況において，

原子炉出力を抑制するため，原子炉圧力高又は原子炉水位異常低信号により，原子

炉再循環ポンプを停止する。 

 

（７）過渡時自動減圧回路 

 原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，設計基準事故対処設備

が有する原子炉の自動減圧機能が喪失した場合においても，炉心の著しい損傷

及び格納容器の破損を防止するため，原子炉水位異常低信号から時間遅れで主

蒸気逃がし安全弁２弁を作動させ，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧できる

回路を設ける。【設置済】 

 

７．原子炉格納容器破損防止対策 
 原子炉格納容器の破損防止対策設備として，既設の設計基準対象設備に加え，以

下の重大事故等対処設備を新たに設ける。 

 原子炉格納容器破損防止対策の全体概要を図－４に示す。 

 

（１）格納容器圧力逃がし装置（フィルタ付ベント装置） 

 格納容器圧力逃がし装置は，設計基準事故対処設備の有する最終ヒートシン

クへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，炉心の著しい損傷及び格納容

器破損を防止するために，大気を最終ヒートシンクとして熱を輸送する。また，

炉心の著しい損傷が発生する前後において，格納容器の破損及び格納容器内の

水素による爆発を防止するため，格納容器圧力逃がし装置を設ける。 

 格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置，圧力開放板等で構成し，排気中

に含まれる放射性物質の環境への放出量を抑制しつつ，格納容器内の圧力及び

温度を低下させることができる設計とする。 

 格納容器圧力逃がし装置（フィルタ付ベント装置）の概要を添付－７に示す。 

 

（２）代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 

 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，残留熱除去系の格納容器スプレイ
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冷却系が機能喪失した場合において，格納容器の破損を防止するため，復水貯

蔵タンク水を格納容器へスプレイする。さらに，格納容器内に放射性物質が放

出されたときには，この系統で原子炉格納容器にスプレイすることで放射性物

質の沈着等を促進する。 

 また，この系統は，全交流動力電源が喪失した場合でも，常設代替交流電源

設備からの給電が可能な設計とする。 

 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の詳細は，Ⅲ．新増設等計画対象設備

「低圧代替注水系」にて述べる。 

 

（３）代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 

 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，可搬型代替注水中型ポンプ，接

続口等で構成し，残留熱除去系の格納容器スプレイ冷却系が機能喪失及び低圧

代替注水ポンプが使用不可の場合において，格納容器の破損を防止するため，

代替淡水源の水又は海水を，常設設備を介して格納容器へスプレイする。さら

に，格納容器内に放射性物質が放出されたときには，この系統で原子炉格納容

器にスプレイすることで放射性物質の沈着等を促進する。 

 

（４）格納容器下部注水系（常設） 

 格納容器下部注水系（常設）は，炉心の著しい損傷が発生した場合において

格納容器の破損を防止するため，格納容器の下部（ペデスタル部）に落下した

溶融炉心に復水貯蔵タンク水を注水する。 

 この系統は，全交流動力電源が喪失した場合でも，常設代替交流電源設備か

らの給電が可能な設計とする。 

 格納容器下部注水系（常設）の詳細は，Ⅲ．新増設等計画対象設備「低圧代

替注水系」にて述べる。 

 

（５）格納容器下部注水系（可搬型） 

 格納容器下部注水系（可搬型）は，可搬型代替注水中型ポンプ，接続口等で

構成し，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防

止するため，原子炉格納容器の下部に落下した溶融炉心に代替淡水源の水又は

海水を，常設設備を介して注水する。 

 

（６）耐圧強化ベント系 
 耐圧強化ベント系は，設計基準事故対処設備の有する最終ヒートシンクへ熱

を輸送する機能が喪失した場合であり，かつ，代替残留熱除去系海水系の使用

が不可能な場合において，炉心の著しい損傷及び格納容器破損（炉心の著しい

損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するために，大気を最終ヒート

シンクとして熱を輸送できる設計とする。 
 本系統は，全交流動力電源及び所内常設直流電源が喪失した場合でも，代替
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交流電源設備及び代替直流電源設備からの給電が可能とする。【設置済】 

 
８．放射性物質の拡散防止対策 
８．１ 使用済燃料プール冷却対策 
 使用済燃料プールは，使用済燃料プールの上部に十分な水深を確保する設計と

するとともに，燃料プール水位，燃料プール水温，燃料プール上部空間線量率及

び燃料プール水の漏えいを監視する設備を設ける。 

 また，使用済燃料プールの安全対策設備として，既設の設計基準設備に加え，

使用済燃料プールへの注水及び除熱対策のため以下の重大事故等対処設備を新た

に設ける。 

 

（１）代替燃料プール注水系（常設） 

 燃料プール代替注水系（常設）は，使用済燃料プールの冷却機能や注水機能

が喪失，又は，使用済燃料プールからの水の漏えいその他の要因により使用済

燃料プールの水位が低下した場合において，復水貯蔵タンクの水を使用済燃料

プールへ注水することにより，使用済燃料プール内の燃料体等を冷却し，放射

線を遮蔽し，及び臨界を防止することが可能な設計とする。 

 また，使用済燃料プールからの大量の水の漏えいその他の要因により使用済

燃料プールの水位が異常に低下した場合において，復水貯蔵タンク水をスプレ

イすることにより，使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷の進行を緩和

し，及び臨界を防止するとともに，環境への放射性物質放出を可能な限り低減

できる設計とする。 
 この系統は，全交流動力電源が喪失した場合でも，常設代替交流電源設備か

らの給電により，運転を継続する機能を有する。 
 燃料プール代替注水系（常設）の詳細は，Ⅲ．新増設等計画対象設備「低圧

代替注水系」にて述べる。 

 

（２）代替燃料プール注水系（可搬型） 

 代替燃料プール注水系（可搬型）は，可搬型代替注水中型ポンプ，可搬型代

替注水消防ポンプ，接続口等で構成する。 

 使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃料プール

からの水の漏えいその他の要因により使用済燃料プールの水位が低下した場合

において，低圧代替注水ポンプの使用不可時に代替淡水源の水又は海水を，常

設設備を介して使用済燃料プールへ注水することにより，使用済燃料プール内

の燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止することが可能な設計

とする。 

 また，使用済燃料プールからの大量の水の漏えいその他の要因により使用済

燃料プールの水位が異常に低下した場合において，代替淡水源の水又は海水を

スプレイすることにより，使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷の進行
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を緩和し，及び臨界を防止するとともに，環境への放射性物質放出を可能な限

り低減できる設計とする。 

 

８．２ 水素爆発防止対策 

 原子炉建屋の水素爆発防止対策として，以下の設備を新たに設ける。 

（１）格納容器頂部注水系（常設） 

 格納容器頂部注水系（常設）は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，

復水貯蔵タンク水を原子炉ウェルに注水し格納容器頂部を冷却することで過温

破損を防ぎ，格納容器頂部からの水素漏えいを抑制する。 

 この系統は，全交流動力電源が喪失した場合でも，常設代替交流電源設備か

らの給電が可能な設計とする。 

 格納容器頂部注水系（常設）の詳細は，Ⅲ．新増設等計画対象設備「低圧代

替注水系」にて述べる。 

 

（２）格納容器頂部注水系（可搬型） 

 格納容器頂部注水系（可搬型）は，可搬型代替注水中型ポンプ，接続口等で

構成する。 

 この系統は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，代替淡水源の水又

は海水を，常設設備を介して原子炉ウェルに注水し格納容器頂部を冷却するこ

とで，過温破損を防ぎ，格納容器頂部からの水素漏えいを抑制する。 

 

（３）静的触媒式水素再結合器 

 静的触媒式水素再結合器は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，原

子炉建屋に水素が漏えいしたとしても，原子炉建屋内の水素を再結合すること

により，水素濃度上昇を抑制し，原子炉建屋における水素爆発を防止する。 

 

（４）原子炉建屋水素ベント装置 

 原子炉建屋水素ベント装置は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，

原子炉建屋に水素が漏えいし建屋内の水素濃度が上昇するような場合に，水素

ベント管及びブローアウトパネルの手動開放装置を用い水素を排出し，原子炉

建屋の水素爆発を防止する。【設置済】 

 
 放射性物質の拡散防止対策の全体概要を図－５に示す。 

 
９．意図的な航空機衝突への対応 
 原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災に対応可能なように，

原子炉建屋放水設備を設け，泡放射による消火が可能な設計とする。 

 また，原子炉建屋へ放水した後の放射性物質を含む水が海洋へ拡散するのを抑制

するための設備を配備する。 
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１０．その他の設備の性能 
 その他の安全対策設備として，以下を設ける。 
（１）緊急時対策所 

 緊急時対策所は，緊急時対策室建屋内に設け，重大事故等が発生した場合に

おいて，中央制御室以外の場所から適切な指示・連絡を行うために設置する。 

 また，重大事故等に対処するための要員がとどまることができるよう遮蔽，

換気について考慮した設計とするとともに，線量当量率を監視するエリア放射

線モニタを設置する。 

 緊急時対策所は，代替交流電源設備等からの給電が可能な設計とする。 

 

（２）原子炉建屋放水設備 
 原子炉建屋放水設備は，炉心の著しい損傷及び格納容器の破損または使用済

燃料プール内の燃料体等の著しい損傷に至った場合において，発電所敷地外へ

の放射性物質の拡散を抑制するため，複数方向からの放水が可能な設計とする。 

 また，原子炉建屋へ放水した後の放射性物質を含む水が海洋へ拡散するのを

抑制するための設備を配備する。 

 原子炉建屋放水設備の概要を図－５放射性物質拡散防止対策全体概要に示す。 

 

（３）代替淡水源 

 重大事故等対処設備の水源となる代替淡水源は，２基の淡水貯水池からなり，

重大事故等に対処するために必要かつ十分な量を確保する。 

 

（４）燃料設備 

 燃料設備として新たに地下軽油タンクを設け，常設代替交流電源設備等が必

要な期間にわたって，運転を継続することができる燃料を貯蔵する。 

 なお，非常用ディーゼル発電機が機能を喪失した場合は，タンクローリーを

用いて軽油貯蔵タンク内の燃料を抜き取り，地下軽油タンク及び常設代替交流

電源設備等に燃料を補給する。 

 
 
 以上の「１．耐震･耐津波機能」から「１０．その他の設備の性能」までの主な

対策内容については，表－１ 新規制基準対応方針に示す。 

 
 
Ⅲ．新増設等計画対象設備 

１．低圧代替注水系 

１．１ 設置の目的 

 低圧代替注水系は，原子炉の冷却機能をはじめ，以下の機能を設ける。 
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（１）低圧代替注水系 

 設計基準事故対処設備の有する原子炉の冷却機能が喪失した場合において，

炉心の著しい損傷及び格納容器破損を防止するため，復水貯蔵タンク水を原子

炉に注水する。 

 

（２）代替格納容器スプレイ冷却系 

 残留熱除去系の格納容器スプレイ冷却系が機能喪失した場合において，格納

容器の破損を防止するため，復水貯蔵タンク水を格納容器へスプレイする。さ

らに，格納容器内に放射性物質が放出されたときには，原子炉格納容器にスプ

レイすることで放射性物質の沈着等を促進する。 

 

（３）格納容器下部注水系 

 炉心の著しい損傷が発生した場合において格納容器の破損を防止するため，

格納容器の下部に落下した溶融炉心に復水貯蔵タンク水を注水する。 

 

（４）格納容器頂部注水系 

 炉心の著しい損傷が発生した場合において，復水貯蔵タンク水を原子炉ウェ

ルに注水し格納容器頂部を冷却することで過温破損を防ぎ，格納容器頂部から

の水素漏えいを抑制する。 

 

（５）代替燃料プール注水系 

 使用済燃料プールの冷却機能や注水機能が喪失，又は，使用済燃料プールか

らの水の漏えいその他の要因により使用済燃料プールの水位が低下した場合に

おいて，使用済燃料プール内の燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界

を防止するため，復水貯蔵タンクの水を使用済燃料プールへ注水する。 

 

１．２ 適用条文（設置許可基準） 

 本系統は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に

関する規則（平成 25 年 6 月 28 日 原子力規制委員会規則第 5 号）」の，以下条文

に該当する。 

第四十七条（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備） 

 また，本系統の一部は以下の条文にも該当する。 

第四十九条（原子炉格納容器内の冷却等のための設備） 

第五十一条（原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備） 

第五十三条（水素爆発による原子炉建屋の損傷を防止するための設備） 

第五十四条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 
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１．３ 系統概要 

 低圧代替注水系は，低圧代替注水ポンプ２台・配管・弁類等で構成し，全交流動

力電源が喪失した場合でも，常設代替交流電源設備からの給電によって，中央制御

室よりの遠隔操作で運転が可能であり，復水貯蔵タンクを水源に原子炉へ注水する。 

 低圧代替注水ポンプは，低圧代替注水系に加え，代替格納容器スプレイ冷却系，

格納容器下部注水系，格納容器頂部注水系及び代替燃料プール注水系に必要な量の

水を注水し，格納容器の破損を防止する機能，使用済燃料の著しい損傷を防止する

機能，事故時に格納容器から原子炉建屋への水素ガスの流出を防止する機能を有す

る。 

 図－６に低圧代替注水系，代替格納容器スプレイ冷却系，代替格納容器スプレイ

冷却系，格納容器下部注水系，格納容器頂部注水系及び代替燃料プール注水系の系

統概要を示す。 

 なお，低圧代替注水ポンプが運転できない場合であっても，可搬型代替注水中型

ポンプ等を接続口に繋ぐことにより，外部水源（代替淡水源または海水）の供給で

各機能が維持できる系統構成となっている。 

 

１．４ 低圧代替注水ポンプ仕様及び概要 

（１）機器仕様 

台 数  ２ 

容 量  約２００ｍ３／ｈ 

全揚程  約２００ｍ 

 

（２）機器概要 

 低圧代替注水ポンプは，交流電源設備を電源とした多段型の電動機駆動ポン

プである。本ポンプは耐震性を考慮し，原子炉建屋内に設置する。図－７に多

段ポンプ構造図の例を示す。 

 

１．５ 設計上の留意点 

（１）地震対策（耐震設計等） 

 基準地震動ＳＳによる地震力に対して重大事故に至るおそれがある事故に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

 

（２）停電対策（電源設備等） 

 全交流動力電源が喪失した場合でも，常設代替交流電源設備からの給電によ

り，中央制御室からの遠隔操作によって運転が可能な設計とする。 

 

（３）誤操作防止対策 

 運転員の誤操作を防止するため，盤の配置，操作器具等の操作性に留意する

とともに，計器表示及び警報表示により原子炉施設の状態が正確，かつ，迅速
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に把握できる設計とする。また，保守点検において誤りを生じにくいよう留意

した設計とする。 

 

１．６ 設置計画 

 低圧代替注水系設備の設置工事計画（案）を以下に示す。 

 平成 25 年度 

（2013 年度） 

平成 26 年度 

（2014 年度） 

平成 27 年度 

（2015 年度） 

平成 28 年度 

（2016 年度） 

工事計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請 

▽ 

 

 

申請 

▽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

着工（了解後） 

▽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事の終了 

  ▽ 

工事計画については，今後の進捗により変更になる場合がある。 

 

 

２．高圧代替注水系 
２．１ 設置の目的 

 高圧代替注水系は，設計基準事故対処設備の有する原子炉の冷却機能が喪失した

場合において，復水貯蔵タンク水又はサプレッションプール水を原子炉に注水する

ことにより，炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止する。 

 

２．２ 適用条文（設置許可基準） 

 本施設は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に

関する規則（平成 25 年 6 月 28 日 原子力規制委員会規則第 5 号）」の，以下条文

に規定する「可搬型重大事故防止設備」と同等であって，更なる信頼性を向上させ

る設備として原子炉設置変更許可申請を行う。 

第四十五条（原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備） 

 

設置変更許可申請 

工事計画認可申請 

設置工事 
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２．３ 系統概要 

 高圧代替注水系は，高圧代替注水ポンプ１台，配管・弁類等で構成し，高圧炉心

スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系が機能喪失した場合において，炉心を冷却する

機能を有する。 

 本系統は，全交流動力電源が喪失し，さらに所内常設直流電源が喪失した場合で

も，常設代替直流電源又は可搬型代替直流電源設備からの給電によって，中央制御

室よりの遠隔操作で，復水貯蔵タンク水又はサプレッションプール水を原子炉へ注

水する。仮に，常設代替直流電源及び可搬型代替直流電源設備が機能しない場合で

も，現場での手動操作により，高圧注水が必要な期間にわたって，運転を継続する

機能を有する。 

 高圧代替注水系の系統概要を図－８に示す。 

 

２．４ 高圧代替注水ポンプ仕様及び概要 

（１）機器仕様 

台 数  １ 

容 量  約１３６ｍ３／ｈ以上 

全揚程  約８６９ｍ～約１８６ｍ 

 

（２）機器概要 

 高圧代替注水ポンプは，原子炉から発生する蒸気によって駆動するタービン

駆動ポンプである。本ポンプは以下の特徴を有する。 

・軸受冷却は系統水による自冷式 

・ポンプインペラとタービンディスクが一体であることから軸封装置が不要 

・ポンプ出口ベンチュリ管の圧力によりタービン駆動蒸気を制御するためガ

バナ油圧制御系が不要 

・補機を有しないことから，直流電源の消費が少ない 

 また，本ポンプは水没試験により，津波等によるポンプの水没を想定しても

運転が継続可能であることを確認している。 

 図－９に，高圧代替注水ポンプの構造概要を示す。 

 

２．５ 設計上の留意点 

（１）地震対策（耐震設計等） 

 基準地震動ＳＳによる地震力に対して重大事故に至るおそれがある事故に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

 

（２）停電対策（電源設備等） 

 全交流電源が喪失し，さらに所内常設直流電源が喪失した場合でも，常設代

替直流電源設備又は可搬型代替直流電源設備からの給電により中央制御室から

の遠隔操作によって，復水貯蔵タンク水又はサプレッションプール水を原子炉
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へ注水する。 

 また，常設代替直流電源及び可搬型代替直流電源設備が機能しない場合でも，

現場での手動操作により運転が可能な設計とする。 

 

（３）誤操作防止対策 

 運転員の誤操作を防止するため，盤の配置，操作器具等の操作性に留意する

とともに，計器表示及び警報表示により原子炉施設の状態が正確，かつ，迅速

に把握できる設計とする。また，保守点検において誤りを生じにくいよう留意

した設計とする。 

 

２．６ 設置計画 

 高圧代替注水系設備の設置工事計画（案）を以下に示す。 

 平成 25 年度 

（2013 年度） 

平成 26 年度 

（2014 年度） 

平成 27 年度 

（2015 年度） 

平成 28 年度 

（2016 年度） 

工事計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請 

▽ 

 

 

申請 

▽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

着工（了解後） 

▽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事の終了 

  ▽ 

工事計画については，今後の進捗により変更になる場合がある。 

 

 

以 上 

設置変更許可申請 

工事計画認可申請 

設置工事 
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表－１ 新規制基準対応方針（１） 
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表－１ 新規制基準対応方針（２） 
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図－１ 東海第二発電所 送電系統 
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図－２ 所内電源系の信頼性向上対策 



 

2
2 

 
 

図－３ 炉心損傷防止対策全体概要 



 

2
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図－４ 原子炉格納容器破損防止対策全体概要 



 

2
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図－５ 放射性物質拡散防止対策全体概要 
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図－６ 低圧代替注水系概要 

 
 
 
 

 
 

図－７ 多段ポンプ構造図例 
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図－８ 高圧代替注水系概要 

 
 
 
 

外観図 断面図

ポンプ吸込

ポンプ吐出
タービン
ディスク

蒸気入口

蒸気出口

ポンプ
インペラ

ベンチュリ管

 
 

図－９ 高圧代替注水ポンプ構造概要 

 



 

27 

添付－１ 基準地震動評価 
 

（１）活断層評価 
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(２)基準地震動評価 
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添付－２ 津波評価 
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添付－３ 津波防護施設（防潮堤）概要 

 

（１）設置目的 

 防潮堤は，想定される津波に対して，発電所の安全機能の確保及び人身安全を確保する

ため，海水ポンプ室を含む敷地全体にT.P.＋１８.０ｍ※１以上の防潮堤を設置する。 

※１ T.P.：東京湾平均海面 

 

（２）適用条文（設置許可基準） 

 本施設は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する

規則（平成25年6月28日 原子力規制委員会規則第5号）」第五条（津波による損傷の防止），

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈（平

成25年6月19日 原子力規制委員会）」第五条（津波による損傷の防止）別記３に規定する

「津波防護施設」に該当する。 

 

（３）施設概要 

 重要な安全機能を有する施設が設置された発電所敷地において，基準津波による遡上波

を到達又は流入させないよう，敷地全体を取り囲むセメント改良土による防潮堤と海水ポ

ンプ室前面に鉄筋コンクリート造の防潮堤を設置する。 

 防潮堤の設置イメージ図を添付－３ 図１に示す。 

・基準津波（T.P.）：＋１４.３ｍ（取水口前面での最高水位） 

＋１７.２ｍ（防潮堤位置での最高水位） 

・防潮堤高さ（T.P.）：＋１８．０ｍ以上 

（今後の設計進捗により，防潮堤高さを決定する。） 

・種類，主要寸法，材料 

 敷地全体 海水ポンプ室前面 

主要寸法※２ 
高さ T.P.＋18．0ｍ以上 

長さ 約2,000ｍ 約180ｍ 約80ｍ 

材 料※２ セメント改良土 鉄筋コンクリート 鋼材 

※２ 種類，主要寸法，材料については，今後の設計進捗により変更になる場合がある。 

 

（４）設計上の留意点 

１）地震対策（耐震設計等） 

 防潮堤は耐震Ｓクラスとして設計する。なお，耐震設計は，「発電用原子炉施設に

関する耐震設計審査指針（平成18年9月 原子力安全委員会）」に従う。 

２）漏水防止対策 

 防潮堤の内外を往来するためのゲートについては，防潮堤と同等の耐津波強度を持

たせて浸水防止対策とするとともに，各種配管等には逆流防止機能（逆止弁等）の設
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置及び貫通部への止水処置を実施する。 

 

 

 

 

※T.P.：東京湾平均海面 

 

添付－３ 図１ 防潮堤設置イメージ図 
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添付－４ 自然現象に対する影響評価 
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添付－５ 内部溢水に対する影響評価 
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添付－６ 火災に対する影響評価 
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添付－７ 格納容器圧力逃がし装置（フィルタ付ベント装置）概要 

 
（１）設置目的 

 炉心の著しい損傷が発生する前後において，格納容器破損及び格納容器内の水素ガスに

よる爆発を防止するため，格納容器内の圧力及び温度を低下させるとともに，滞留する水

素ガスを環境へ放出する格納容器圧力逃がし装置を設置する。 

 

（２）適用条文（設置許可基準） 

 本施設は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する

規則（平成25年6月28日 原子力規制委員会規則第5号）」の，以下条文に該当する。 

第四十八条（最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備） 

第五十条 （原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備） 

第五十二条（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備） 

 

（３）系統概要 

 設計基準事故対処設備及び新たに設けられる安全対策設備のうち，炉心損傷防止対策設

備の有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，炉心の損傷前

にフィルタ装置を介し，格納容器内に蓄積された熱を大気に逃がすことにより，格納容器

の破損を防止する。さらに，格納容器の圧力を下げることで原子炉への低圧注水を確実に

し，炉心損傷を防止する。 

 また，炉心損傷前後に発生する放射性物質，水素ガス等についても，フィルタ装置を介

して大気に放出することにより，格納容器の破損を防ぐとともに，発電所周辺地域の長期

的な土壌汚染を緩和する。 

 本設備は，フィルタ装置，圧力開放板等で構成し，放射性物質を低減させた後に，原子

炉建屋屋上に設ける排気管を通して放出する。フィルタ装置は，鉄筋コンクリート製の遮

蔽体（約幅 11m×奥行 13m×高さ 22m）内に設置し，粒子状放射性物質捕集後においても，

建物外への放射線の影響を軽減する。 

 添付－７ 図１にフィルタ装置設置位置，添付－７ 図２に格納容器圧力逃がし装置系統

図を示す。 

 

（４）フィルタ装置仕様及び概要 

１）装置仕様 

・系統設計流量   約13.4kg/s（格納容器圧力310kPa[gage]において） 

・粒子状放射性物質除去効率 99.9％以上 

・容器材質   ステンレス鋼 

・容器外径   約5ｍ 

・容器高さ   約11ｍ 
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２）装置概要 

 格納容器より導かれたガスは，フィルタ容器入口に導かれる。ベンチュリ効果によ

り，細分化された水をベンチュリノズル内に霧状に噴霧されることにより，ガス中の

大部分の粒子状放射性物質を捕集する。さらに金属フィルタを通すことで除去効率を

高める効果がある。フィルタ装置の構造概要図を添付－７ 図３に示す。 

 

（５）設計上の留意点 

１）放射線管理（監視設備等） 

 フィルタ装置の排気ラインに放射性物質濃度測定装置を設置し，放出する放射性物

質濃度を監視できる設計とする。 

２）地震対策（耐震設計等） 

 基準地震動ＳＳによる地震力に対して重大事故に至るおそれがある事故に対処する

ために必要な機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

３）爆発対策（警報設備等） 

 排気ラインには圧力開放板を設け，水素爆発防止のため系統内を不活性ガス（窒素

ガス）で置換した状態で待機する際の大気との隔壁とする。なお，当該圧力開放板は，

格納容器からの排気の妨げにならないよう格納容器からの排気圧力と比較して十分小

さい圧力に設定し，格納容器からの排気経路には，水素濃度測定装置を設置する。 

４）停電対策（電源設備等） 

 電動駆動弁については，駆動部にエクステンションを設け，原子炉建屋（原子炉棟）

外に導くことで，全電源喪失時においても放射線量率の低い原子炉建屋（附属棟）よ

り遠隔で操作することができる設計とする。 

 また，空気駆動弁については，直流電源設備（所内常設直流電源，常設代替直流電

源及び可搬型代替直流電源設備）と原子炉建屋（原子炉棟）外に弁駆動用のボンベを

設置し，全交流電源喪失時においても放射線量率の低い原子炉建屋（附属棟）より遠

隔で操作することができる設計とする。 

５）誤操作防止対策 

 格納容器圧力逃がし装置の使用に際して，格納容器内の圧力を監視し，格納容器ス

プレイ冷却系の運転・停止操作を実施することで，格納容器内の負圧による破損を防

止できる設計とする。 

 

（６）周辺公衆の線量評価 

１）平常時 

 今回の設備変更では，放射性廃棄物の発生量を変えるものではないため，新たな線

量評価を必要としない。 

２）事故時 

ア 運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

 事故時に設計基準事故対処設備の有する最終ヒートシンクへの熱を輸送する機能

が喪失し，格納容器からの除熱ができないようなプラント状況になった場合，炉心
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の著しい損傷を防止するためサプレッションチェンバからのベントライン経由で格

納容器圧力逃がし装置を使用し，大気を最終ヒートシンクとする。追加放出を事象

発生直後に全量冷却材中へ放出されたと仮定した場合，敷地境界での実効線量（内

部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和）の評価結果は，約

0.12mSvである。これは，「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器

破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド（平成25年6月 原子力規制委員会）」

に示される基準（発生事故当たり概ね5mSv以下）を下回っている。 

 

イ 重大事故 

 炉心の著しい損傷後において，格納容器の破損を防止するために格納容器圧力逃

がし装置を使用した場合，サプレッションチェンバからのベントライン経由での Ｃ

ｓ－１３７の総放出量は，炉心に内蔵されている核分裂生成物が事象進展に応じた割合

で格納容器内に放出されたと仮定し，約 1×10-4TBq※である。これは，「実用発電用

原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審

査ガイド」に示される基準（100TBq）を下回っている。 

※福島第一事故 Cs-137 推定放出量：約 8.2×103TBq（H24.3.28 原子力安全･保安院） 

 

 

 

 

添付－７ 図１ フィルタ装置設置位置 



 

40 

 

添付－７ 図２ 格納容器圧力逃がし装置系統図 

 

 

 

 

 

 

 

添付－７ 図３ フィルタ装置構造概要 

 


